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はじめに

（1）特集の趣旨
　私たち弁護士は、普段の事件の受任、処理、
依頼者や関係者との付き合い方において、当
然のことながら弁護士倫理を遵守した対応を
求められます。
　昨今、まことに遺憾ながら、弁護士の不祥事
が相次いでいます。典型的には「横領」なので

しょうが、不適切処理等も目立っています。懲
戒事例には至らずとも、弁護士会には、市民
から苦情の電話が度々寄せられています。そ
の中には、非弁提携行為が背景にあるのでは
ないかと疑われるものも少なくはありません。
　さて、今や弁護士の非行の筆頭になってし
まった「横領」ですが、そもそも弁護士に限
らず、「横領が悪いこと」であることを知らな
い者はいません。「横領ってなんですか？」と
聞かれて、答えられない弁護士はいないでし
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深澤 諭史 （63期）
●Satoshi Fukazawa
当会会員、非弁護士取締委員会 委員

〈略歴〉
2010年　 弁護士登録
2011年　 非弁護士取締委員会 委員
2015年　 弁護士業務センター 副委員長
2017年　研修センター 副委員長

非弁提携の現状と課題第1部

　非弁提携…。「自分には関係ない」と思ってしまう言葉
です。非弁提携をしてはいけないということを知らない
弁護士はいません。非弁提携をしたいと思っている弁護
士もいないでしょう。
　では、ＮＰＯ法人からの事件の紹介依頼だったらいか
がでしょうか？　また、インターネット広告で来た事件に
応じて広告料を支払えばよい広告システムの案内があ

ったらどうでしょうか？　もちろん、それ自体が非弁提携
だということではありません。
　しかし、そこには、弁護士を食い物にしようという非弁
提携業者の恐ろしい罠が待っているかもしれません。
　今回の特集は、普通の弁護士にはなじみのない非弁
提携がテーマですが、「自分には関係ない」という先入
観抜きでお読みください。
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ょう。
　ところが一方で、非弁提携といった場合、
これを説明するのは決して簡単であるとはい
えません。
　例えば、名前や判子だけを貸し出して事件
処理を非弁護士に丸投げする、報酬を山分け
にする、紹介料を支払う、これらについてで
あれば、いずれも非弁提携であるということ
は、容易に想像がつくと思います。
　ですが、これが「広告料名目」だったらど
うだろうか、報酬に比例しない支払であった
らどうだろうか。そういうケースになると、
非弁提携になる・ならない、という判断は容
易ではなくなってきます。
　正に現状の非弁提携の問題はここにありま
す。横領等と異なり、非行であると言えるか
どうかが分からないこともあるのです。です
から、勧誘された弁護士が、非弁提携である
こと、そのリスクに気が付くことができずに
提携関係に引きずり込まれてしまうこともあ
り得るということになります。
　特に最近の非弁提携は、一昔前と異なり、①
提携弁護士が若手であることも珍しくないこ
と、②勧誘や手口が巧妙であること、③市民
だけではなくて提携弁護士自身すらも食い物
にされていること、といった特徴があります。
　この特集の趣旨・目的は、こういった現状
を踏まえて、非弁提携について理解を深めて
いただき、巧妙化する勧誘の被害を少しでも
減らすということにあります。
　なお、念のため、私は第二東京弁護士会の
非弁護士取締委員会ほか、複数の委員会に所
属しておりますが、この記事の記載は、いず
れも私個人の見解です。
（2）  なぜ、弁護士は非弁提携をしてはならな

いのか？
　私たち弁護士は、法律の専門家として、法
律に関係する業務について、ほぼ無制限に業
務を行うことができます＊1。その反面、弁護
士法72条により、ごく一部の例外を除いて、
非弁護士が業として報酬目的で法律事務を取

り扱うことは罰則付で禁じられています。
　このように弁護士が法律事務をほぼ独占し
ているのは、弁護士には高度の社会的使命
（弁護士法1条）が課せられ、法律事務への精
通等が義務づけられているからです（同2条）。
これらを担保するために、厳格な資格要件
（弁護士法4条ないし7条）や弁護士会による監
督（同31条以下）も定められています。
　加えて日本の弁護士は、世界でも類を見な
いほど高度の弁護士自治が認められており、
国家権力、あるいは場合によっては依頼者か
らすらも、独立が制度的に保障され、また、
要求されています＊2。
　弁護士に課された高度の義務や独立性等の
保障は、適正な法律事務の取扱いの担保のた
めであり、弁護士が法律事務をほぼ独占して
いるのは、このような制度的、能力的担保の
ない者が法律事務を取り扱うことは、依頼者、
国民の利益を害し、司法、法律秩序の維持に
とっても有害であるからです。
　このような規制があるにもかかわらず、弁
護士が非弁護士と提携をすると、弁護士に課
せられた高度の義務を潜脱し、弁護士に法律
事務を独占させた趣旨を没却して依頼者国民
の利益を害することになります。そして、ひ
いては弁護士制度そのものをも揺るがすこと
になりかねません。
　すなわち非弁提携の禁止は、弁護士が弁護
士であり続けるための、重要かつ根本的な規
制であると言えます。
（3）非弁提携に陥った弁護士の末路は悲惨
　非弁提携を行った場合、依頼者、国民の権
利利益に重大な被害をもたらし、弁護士一般
への信頼を大きく損ねるだけではなく、無論、
弁護士自身も重大な不利益を被ります。
　弁護士会は、非弁提携を重大な非行の1つと
して位置づけており、懲戒処分は、原則とし
て業務停止以上の処分となります。
　また、往々にして非弁提携業者は預かり金
を横領する、経費に流用するなどしており、
その横領の責任を問われて破産に追い込まれ

＊1　 弁護士法３条１項は極めて広範に業務範囲を定め、同２項は、業務範囲に「当然、弁理士及び税理士の事務」も含まれるとする。
＊2　 弁護士職務基本規程２条は「弁護士は、職務の自由と独立を重んじる。」と定めるところ、これは依頼者との関係でも独立を重んじるべきであると解されている。
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るということもあり得ます。
　詳しくは、 4でも解説しますが、非弁提携
を行った弁護士は容易に「足抜け」できず、
遅かれ早かれ、待っているのは破滅以外にあ
りません＊3。
　弁護士にとって自由かつ独立した立場で職
務を遂行することは、コアバリューと言えま
す。それを維持するためにも、依頼者を獲得
する努力は、自分自身で行うべきと言えます。
（4）非弁・非弁行為・非弁提携とは？
　非弁というのは、本来は単に「弁護士でな
い」という程度の意味ですが、非弁問題の文
脈で使うときは、「非弁（護士）行為」「非弁
提携」という意味で使われることが多い言葉
です。
　非弁行為というのは、弁護士でなければ取り
扱うことができない法律事務を、非弁護士＊4

が取り扱う、弁護士法72条本文違反の行為＊5

を言います。
　非弁提携とは、弁護士が、非弁護士と弁護
士法や職務基本規程上、許されない提携＊6を
することを言います。具体的には、非弁行為
を行う者から事件の周旋を受けたり名義を貸
すことを禁じた弁護士法27条があり、その規
制をより具体的かつ広範に定めた弁護士職務
基本規程11条ないし13条があります。
（5）  非弁規制と弁護士が守らないといけない

規制
　非弁護士が守らなければならないのは、弁
護士法72条ないし74条であり、その内容は要
するに、業として報酬目的で法律事務を取り
扱ったり、周旋をしてはならないというもの
です。
　一方で、私たち弁護士には、弁護士法のみ
ならず会則をも遵守する義務が課せられてい
ます（弁護士法22条）。弁護士職務基本規程は、
非弁提携について、かなり広範かつ厳格な規

制を敷いており、条文としては弁護士職務基
本規程11条ないし13条がこれにあたります。
　この後でも言及しますが、よく「弁護士法
（27条・72条）には違反しませんから大丈夫で
す！」と勧誘する業者がありますが、こうい
った規制を抜きにして考えている以前で、「論
外である」ということが言えると思います。
（6）  具体的に非弁提携として禁じられている

行為
　具体的に非弁提携として禁じられている行
為は、次のような行為があります。なお、い
ずれも名目ではなくて、実質的に判断される
ことに注意をしてください。
　① 非弁行為・非弁提携を行っている者や、
そう疑うに足りる相当な理由のある者＊7

を利用したり、依頼者の紹介を受けたり、
自分の名義を使わせること（弁護士職務
基本規程11条＊8）

　② 弁護士以外の者と報酬を分配すること
（弁護士職務基本規程12条＊9）

　③ 依頼者紹介の対価を支払ったり、受け取
ったりすること（弁護士職務基本規程13
条）

（7）非弁護士取締委員会とは？
　非弁護士取締委員会とは、非弁護士による
非弁行為ならびに、会員弁護士の非弁提携行
為の取締を目的とする委員会です＊10。
　市民や弁護士からの情報提供を元に、非弁
行為や非弁提携行為の疑いのある者を呼び出
したり、資料の提供を求めるなどして調査を
行い、特に悪質な者については、告発や懲戒
請求（弁護士の場合）を行っています。
　最近では、最初に述べたような事情もあり、
非弁提携の問題について研修に協力するなど
の活動も行っています。

＊3  無論、非弁提携はあってはならないことだが、万が一陥ってしまった場合には、１日でも早く弁護士会に相談し、事後策を考えるべきである。早ければ早いほど、依頼者や弁護士
自身の不利益を小さくすることができる。

＊4  弁護士法７２条ただし書は、「別段の定め」があれば、一部の法律事務については、非弁護士でも取扱いができることを定めている。典型的には他士業の法律の定めや、サービ
サー法がこれに該当する。

＊5  より広義には、非弁護士が弁護士や法律事務所を名乗る（弁護士法７４条１項）ことや法律事務取扱表示をする（同２項）こと等も含まれる。
＊6  あらゆる提携行為が違法になるわけではない。ただし、通常「非弁提携」と言えば、違法な提携のみを指すのが通例である。
＊7  実際に非弁行為をしていなくても、それについて疑わしい者と提携しただけで違反となるので、ある意味非常に厳しい規制である。
＊8  弁護士法２７条違反の問題であるが、同条は、この適用範囲を広げたものである。
＊9  会則や正当な理由があれば可とされている。
＊10  第二東京弁護士会「非弁護士取締委員会に関する規則」第１条。同様の目的を有する委員会は、各会に設置されている。ただし、名称は異なるものも多く、また、非弁行為と非弁

提携行為の取締担当が別々の委員会になっている場合も多い。
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非弁提携と法曹倫理

（1）  法曹倫理の授業や、倫理研修で扱われる
「非弁提携」について

　法科大学院では法曹倫理が必修となってお
り、また、弁護士登録後の倫理研修において
も、非弁提携について学ぶ機会もあろうかと
思います。
　ただ、特に前者においては、かなり古典的
なケースを取り扱う例が多いようです。例え
ば、事件屋から事件の紹介を受けるとか、事
件終了後に、事件受任のお礼を受け取ってよ
いか、あるいは、逆にお礼をしてもよいか、
などです。
　報酬を取り分ける、紹介料の授受をする、
というのが非弁提携の典型ですが、これまで
研修等においては、こういう「典型例」のみ
が取り扱われる傾向にあったと思います。
（2）最近の非弁提携と（1）の違い
　もちろん、従来のように月額いくらで名義を
貸すとか、売上を山分けするとか、そういった
ケースが全くなくなったわけではありません。
　ですが、そういうケースはかなり減ってきて
おり、変わって増えてきたのは、新型非弁＊11

と呼ばれるものです。
　これはどういったものかと言うと、紹介料
や報酬分配を直接約束しないが、その代わり
に非弁提携業者との間で、広告契約、コンサ
ルティング契約、事務員の派遣契約、事務所
サブリース契約など多数の契約を締結すると
ころに特徴があります。
　従来、紹介料や報酬分配で受け取っていた
金額を、広告料やサブリース代金の中に「紛
れ込ませていく」というところに特徴があり、
外部からこれを見つけることは決して容易な
ことではありません＊12。
（3）  非弁提携か否かは「実質で判断」される

ことについて
　多くの場合、非弁提携業者は、「これは広告
料ですから」などと言って勧誘をしてきます。

　ですが、広告料であるか、家賃であるか、
それとも紹介料ないし報酬分配という違法な
ものであるかどうかは、名目ではなくて「実
質」で判断されることに注意が必要です。
　この実質判断について、判断基準を全て網
羅して説明することはかなり難しいことにな
ります。ただ、あえて挙げるとすれば、同種
サービス・相場との比較、契約形態・内容の
合理性、弁護士自身の売上等の経済状態、契
約先業者とその弁護士との関係、そして周辺
事情から推認される実質的な目的などがあり
ます。ただ、結局は、諸般の事情を総合考慮
して決するということになります。
　「こういう名目、スキームであれば、一律に
免れることができる」などという都合のよい
理論はありません。

非弁提携勧誘の実態

（1）  非弁提携業者はどのようにして
「ターゲット」を選び、見つけるのか

　非弁提携業者は、提携先の弁護士に仕事を
周旋することで利益を得ています。ですから、
まずは提携先の弁護士を見つけることが最初
の「仕事」ということになります。
　昔は、半ば引退状態の高齢の弁護士を勧誘
することが多かったようですが、最近は、む
しろ若手・新人を標的にするケースが増えて
いるようです。
　一番狙われるのは、「一人または少数名の事
務所で、かつ、その事務所には若手・新人し
かいない」という事務所です。こういった事
務所は、相談すべき先輩弁護士がおらず、あ
るいは独立間もなくて仕事にも窮している
（または不安を抱えている）可能性も高いから
です。
（2）独立直後は特に注意が必要であること
　私の個人的な思い出ですが、独立直後、そ
れも即時ないし早期独立であれば、それこそ
山のように非弁提携のお誘いの電話がかかっ

＊11　 この用語の起源は明らかではないが、従来のように報酬を一定割合で分配するなど「分かりやすい」合意をすることなく、本文中で説明するような容易に露見しないように工夫
するタイプの非弁提携を指して用いられている。

＊12　 たしかに容易ではないが、非弁護士取締委員会では、これらを発見するノウハウを有しており、この種の非弁提携であっても摘発に成功している。
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てきます＊13。
　弁護士業界は、事件数の激減と弁護士の激
増など、相変わらず厳しい状況にあります。
特に当会の所轄する東京都内は、弁護士数が
非常に多く、弁護士会の法律相談、国選弁護
等の担当も、なかなか回ってこないというの
が実情です。新規独立弁護士にとっては、決し
て容易ではない状況ということになります。
　そういった弁護士の不安、心の隙間に忍び
込もうとするのが、非弁提携業者の勧誘手口
です。
　独立直後は、非弁提携業者から標的にされ
やすいこと、かつ、弁護士側も心理的に「引
っかかりやすい」状態であることを、よくよ
く心得ておくことが重要です。
（3）実際の勧誘文言
　注意しろと言われても、なかなか勧誘文言
のイメージが湧かないと、注意しようもない
かと思います。
　特に最近は、勧誘も巧妙化しており、「先
生、ここは1つ、私たちと非弁提携しません
か？」などと分かりやすい勧誘がされること
は、まずありません。
　このあたりの実例と解説については、当会の
会員専用ウェブページ＊14に掲載されています
が、ここでは主なものについて、少し詳しく
紹介します。
　一番多いのが、開口一番、電話口で「～の
問題を抱えている方がいらっしゃるのですが」
「先生で、～ということは対応可能ですか？」
「～事件が増えたら困りますか？（対応できま
すか？）」と尋ね、事件（それも複数）の依頼
を装うというものです。
　非弁提携業者としては、 3（1）、（2）で述
べたように、「仕事に困っていそうな弁護士」
をターゲットに選びます。ですから、話に乗
れば仕事がもらえる、そういう風に弁護士の
心をくすぐろうとするわけです。
　こちらの警戒心を解こうとしてか、株式会
社ではなくてNPO法人を名乗るケースも少な

くありません＊15。
　ほかに、「引退する弁護士がいる。事務所や
依頼者を引き継いでほしい。」というような勧
誘の仕方もあります。いかにも美味しい（！）
というか、心をくすぐられる話です。ですが、
冷静になって考えてみれば分かることですが、
知り合いでも何でもない弁護士を後継者に選
ぶなんて話があるわけがありません。実際に
は、単に、非弁護士取締委員会の調査や懲戒
処分等により、引退というより非弁提携業務
を続けられなくなったので、新しい「宿主」
を探しているにすぎません。
　勧誘文言は「日々進化」していますが、騙
されないようにするためには、概ね、以下の
ような点に注意をすることが重要です。
（4）勧誘文言に騙されないためには
ア　基本として「実質判断」であること
　紹介料の支払や報酬分配にあたるか、つま
り非弁提携になるかは、実質判断となります。
　ですから名目が、広告料、コンサルタント
料であろうがなかろうが、実質的に紹介料、報
酬分配にあたれば、弁護士法や弁護士職務基
本規程に違反する、ということになります。
　勧誘の際、「これは広告料ですから」と強調
されることがありますが、ことさらにそんな
ことを強調するあたり、やはり非弁提携なの
ではないか？、と疑うべきでしょう。
　また、「広告料ですから」と同じくらい最近
増えているのが、「定額ですから」という勧誘
です。
　たしかに事件の数、売上に支払が比例する
という事実は、実質が報酬分配や紹介料であ
ることを推認させる重要な事実です。ですが、
逆に「定額であることは、非弁提携を否定す
る事情」になるとは限りません。
　携帯電話の通信料、食べ放題、世の中には
「定額」であっても、何かの対価であるものは
枚挙になく、また、見直しが行われるなどし
て、額が変動するケースもあり得ます。
　さて、私たち法律家は、法的評価というも

＊13　 酷いときには、仕事の電話の総量より非弁提携勧誘の電話の方が多かったことすらあった。
＊14　 https://niben.jp/member/support/hiben.html
＊15　 設立はさほど難しいことではないため、実際に登記がされていることも多い。なお、無論、ＮＰＯ法人であっても、弁護士法７２条本文にいう「弁護士又は弁護士法人でない者」に

はかわりないので、非弁行為、非弁提携規制の対象となる。なお、最近は、他士業法人との非弁提携が疑われるケースもあるが、この場合も同様のことが言える。
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のは形式判断ではなくて実質判断であるとい
うことを、よくよく理解している筈です。で
すから、こういった甘言に安易に乗ることは、
およそ法律家としては言いわけができないと
言うべきです。
イ　弁護士会に相談をするべきこと
　初めて聞いた時に驚いたのですが、「これは
弁護士会も認めている・適法だと言っている。」
などと言って勧誘するケースもあります。
　そもそも、弁護士会が、「このスキームなら
非弁提携ではありません」などというわけで
はありませんが、現実にこういう勧誘がなさ
れている実態があります。
　こう言われて業者を安易に信じるのは論外
でしょう。当然のことながら、自ら調査し、
考え、周囲の弁護士に相談し、そして弁護士
会にも相談をするべきです＊16。
ウ　 どんなに工夫しても、現行法・規程は、
弁護士が出資を受けたり提携をすること
を認めていない

　諸外国には、弁護士が非弁護士から出資を
受けることを許容する制度もあります＊17が、
それでも極めて厳重な規制が敷かれているよ
うです。
　一方、日本においては、そのような制度は
ありません＊18。
　現行法と規程の建前として、弁護士が非弁
護士から出資を受ける、利益配当をする、報
酬を分配することは一切認められていません。
ですから、実質的にそれを実現しようとする
行為は脱法行為であり、無論、これにより規
制を免れることはできません。
　名目にとらわれることなく、結局、結果的・
実質的には出資や利益配当になっていないか、
よくよく考えることが重要です。
（5）  「事務所を丸抱え」にしないタイプの広告

名目の非弁提携
　さて、ここまで、旧来型の非弁と対置して、
新型非弁の勧誘手口などを説明してきました

が、最近は、その中間、「ライト」非弁提携と
言えるような類型も増えています。
　それが、広告名目の非弁提携です。新型非
弁と異なり、事務所を丸抱えしたり、多数の
契約を結ぶということもなく、単純に広告の
契約を締結したものの、その広告料が、実質
的に紹介料になっているというものです。
　具体的には、広告費を支払うと広告が掲載
されるが、その「付加サービス」ということ
で、別ルートで事件を紹介してもらえる、と
いうようなものです。会費を払って会員にな
ると、事件紹介を受けられることを謳ってい
る場合もあります。
　定額であっても、それだけでは事件紹介の
対価性を否定することにならないのは既に述
べたとおりですので、注意をしてください。
（6）広告規程にも注意を
　直接、非弁提携とかかわるものではありま
せんが、「弁護士業務広告に関する規程」にも
注意が必要です。
　非弁提携業者は、ほとんど必ずと言ってよ
いほど不適切広告をする傾向にあります。ま
た、不適切広告を端緒として、非弁提携事案が
発覚することも、珍しいことではありません。
　加えて、前述（ 1（6））のとおり、自分自
身が非弁提携を行っていない場合であっても、
非弁提携をしている、あるいはその疑いのあ
る者を利用する行為は、弁護士職務基本規程
11条の違反に該当します。悪質な広告業者に
かかわらないことに越したことはありません。
　ここでは詳細は省きます＊19が、最近では、
本来は広告であるにもかかわらず、広告であ
ることを明示せずに、「おすすめ弁護士の紹
介」「弁護士比較」「弁護士ランキング」など、
いわゆるステルスマーケティング＊20と言われ
る手法が流行っているようです。 

＊16　 第二東京弁護士会　TEL ： 03-3581-2255　なお、会則上の制度として、事前照会・倫理相談の制度もある。
＊17　 非弁護士が法律事務所に出資して所有し、経営に参画するもので、ＡＢＳ（Ａｌｔｅｒｎａｔｉｖｅ Ｂｕｓｉｎｅｓｓ Ｓｔｒｕｃｔｕｒｅ）と呼ばれる。
＊18　 弁護士法人制度においても、法人の社員は全て弁護士でなければならず（弁護士法３０条の４第１項）、非弁護士への利益配当を許容していない。
＊19　 当会一般基礎研修「弁護士業務広告の落とし穴」。なお、会員専用ウェブページから資料等がダウンロードできる。
＊20　 確固たる定義はないが、一般には、広告であるにもかかわらず、広告であることを秘して行われる広告手法をいう。なお、日弁連は２０１７年２月１６日付けで「ステルスマーケティ

ングの規制に関する意見書」を発出している。

特集：本当に怖い非弁提携
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非弁提携の実態と末路
（架空事例を題材に）

（1）はじめに
　以下に、「若手弁護士が新型非弁提携に陥っ
た」という設定の架空事例を題材に、実際の
「流れ」を解説します。
　もちろんこの事例は架空であり、実際の事
例を匿名化したものでもなく、典型的に多く
見られる手口、事情等を組み合わせて作成し
たものにすぎません。また、構成等の都合か
ら、あえて、あまり例のない事情等も盛り込
んであります。
　なお、問題点や違反する点、注意点は、な
るべく注釈にしましたので、「何処が問題なん
だろう？」と考えながら読んでみてください。
（2）  それは電話から始まった－幸運と思った

その誘いは破滅への片道切符
　X弁護士は、勤務弁護士として、2年ほど勤
務していましたが、ボス弁が大病を患い引退
することになりました。急なことでしたので、
再就職先もすぐには見つからず、やむなく独
立をすることになりました。
　X弁護士は、X法律事務所を設立しました
が、充分な準備もできずに独立をしたことも
あり、なかなか依頼がこないため、このまま
では生活費も事務所経費の捻出も危ぶまれる
状態でした。
　そんな中、しばらくぶりに事務所の電話が
鳴った＊21ので、X弁護士は、少し期待して電
話を取りました。
　「私、コンサルタント会社をやっております
Yと申しますが、X先生をお願いできますでし
ょうか？」

　X弁護士は、自分がXであるということを告
げると、その相手は、直接電話を取らせたこと
に、やたらと恐縮したようなことを言いはじ
めました＊22。X弁護士は、少し「妙だな」と
は思いましたが、用件を聞くことにしました。
　Y社長は、「実は、今、私のやっている事業
の関係で、ご相談をしたいのです。お願いし
ている弁護士もいるのですが、先生が引退な
されるということで、それで、ほかに相談を
するところもなくて…。今度は、長くお付き
合いをしたいので、若い先生＊23を探しており
ました。」と言いました。
　X弁護士は、「何かの法律相談かな？」とも
思い、時間だけはあったので、一度、Y社長に
会ってみることにしました。
　約束の当日、X法律事務所にY社長がやって
きました。早速X弁護士は事情を聞こうとし
ましたが、Y社長は、「まだお若いのに事務所
を構えていらっしゃるのはすごい」「是非、こ
れからもお付き合いしていきたいし、お力に
なれることがあれば」と、おだてるばかりで、
なかなか本題に入りませんでした。
　X弁護士は、独立してから不安な日々を送っ
ていたので、ここまでおだてられて、悪い気は
しませんでしたが、少し不審にも感じました。
　Y社長は、ひとしきりX弁護士を讃えた後、
本題に入りました。
　「実は、私は、弁護士向けのコンサルタント
で、弁護士であるZ先生が代表のZ法律事務所
の事務局長＊24もやっています。私は弁護士で
はないので事件は受けられないのですが、広
告や営業、経理、事務員の派遣等で事務所を
支援してきました。ですが、Z先生がこの度引
退＊25をなさるというので、引継ぎ先＊26を探

非弁提携弁護士の末路第2部

＊21　 実際は、開業直後は依頼の電話はなくても、営業や本件のような非弁提携の誘いはたくさん来る。
＊22　 非弁提携業者は、やたらと弁護士をおだてる、力になりたい、なってほしい、長く付き合いたい、などと述べる者が多い。
＊23　 最近は、以前と異なり「若い弁護士」ほど非弁提携勧誘の標的にされやすい。なお、通常、自ら公開していない限り、年齢は分からないし、目安になる登録番号も、普通の市民は

わざわざ調べたりしない。この点を把握している時点で、「普通の」会社ではない可能性が指摘できる。
＊24　 法律事務所の事務局長という役職自体に、何らの問題があるわけではないが、非弁提携事務所においては、しばしば登場する「役職名」である。
＊25　 会員専用サイトでも解説しているが、高齢や病気ではなく、実際は懲戒処分による業務停止や、提携弁護士と非弁提携業者間のトラブルが原因であることが多い。
＊26　 既にできあがった、ちゃんと運営できている事務所を「引き継がせてもらえる」という、一見、非常に魅力的に見える話を演出している。なお、この方法も、会員専用サイトで注意

喚起している勧誘手段の典型である。そもそも、面識のない弁護士にいきなり持ちかける話ではない。
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していたのです。一緒に法律事務所を作るこ
とに、協力をしていただけませんか？」
　X弁護士は、少し心に引っかかるところがな
いではなかったのですが＊27、仕事をとってき
たり、事務所を運営するスキルがある人との
関係を引き継いだり作ったりすることができ
れば、自分でも法律事務所を経営していける
だろうと思いました。
　ただ、X弁護士としても、今のZ事務所の状
況がどうなっているのか、協力関係とは、具
体的にどういうものなのか、まだまだ知りた
いことはありました。そこでX弁護士とY社長
は、今度はY社長の会社で会うということにな
りました。
　Y社長は別れ際に、「当日に決めていただかな
くても結構ですが、念のため、ご印鑑をお持ち
いただければと思います。」と言っていました。
（3）  作られる無数の契約書

－非弁提携の暗闇へ
　後日、Y社長の会社を訪れたX弁護士は、Y
社長の言う「協力関係」について、説明を受
けました。
　この協力関係は、簡単に言えば、Y社長がX
弁護士のために、広告や営業をすることで仕
事を、事務所のサブリースで場所を、事務職
員の派遣で人員を、コンサルティングにより
ノウハウも提供する、というものでした＊28。
　X弁護士は、勤務弁護士としての経験もある
ので、一応、仕事のやり方は心得ていました
が、Y社長が提供するという仕事、場所、ノウ
ハウといったものは自分にはなく、これがあ
れば、経営していけるのではないか、と非常
に魅力に感じました。
　Y社長は、「実際の見通しですけれども、類
似のケース＊29では、こういう収支になりまし
た。」といって、X弁護士に「売上・経費・収
支」等と書かれた表を見せました。それによ

ると、最初の数か月は赤字のようですが、そ
の後は黒字になるとのことです。
　ただ、そのうち黒字になると言われても、Y
社長のコンサルティング料金はもちろん、広
告費、サブリースの費用をどうするか、X弁護
士には蓄えがないではなかったのですが、そ
れでまかなうのは難しそうに思えました。
　しかしY社長は、そんなX弁護士の心を見
透かしたかのように、こう続けます。「ところ
で、先生の『保障』ですが、月額50万円、最初
の1年6か月でよろしいでしょうか。その後は、
増額するということにしたいのですが、まず
は、これくらいでお願いしたいのですが。」
　Y社長によれば、実際の経費の支払はしなく
てよい、赤字であっても、X弁護士の取り分と
して一定額（今回は月額50万円）の支払を保
障する＊30、だから、事務所の赤字や生活費の
心配はいらない、とのことでした。
　あまりに虫のよい話に、X弁護士は少し不安
になりましたが、Y社長は「私も、こういうこ
とを続けてきていて、自信はあります。それ
とも、50万円では不足でしょうか？」と、い
かにも勝算がありそうなことを言います＊31。
X弁護士は、不安がなかったわけではないです
が、これはチャンスだと思い、この話に乗っ
てみることにしました。
　Y社長は、「それでは先生、これからは、ど
うぞよろしくお願いいたします。」と仰々しく
頭を下げると、たくさんの契約書を持ってき
ました。それぞれ、事務所のサブリース契約
だったり、広告、コンサルティングの契約書
だったりしました＊32。
（4）  会計は非弁提携業者に一任か少なくとも

共同に
－あなたはもう弁護士ではありません

　晴れてX弁護士は、Y社長が「用意」した法
律事務所に「出勤」することになりました。

＊27　 紹介料や資格のない者との提携、協力、報酬の分配ということは、ほかの業界では普通にやっていることであり、そういう意味では弁護士の規制は特別（そして非常に厳格）なも
のである。そうであるからこそ、直ちに「マズい」ということに気がつかなければならないのだが、実際はよく知らないうちに違反に引きずり込まれてしまう例が多い。

＊28　 なお、あえて説明はされないが、Ｙ社長の利益は、この広告料やサブリース料に織り込まれている。
＊29　 非弁提携業者は、複数の法律事務所を「経営」していることも多く、その「収支実績」を提示して、弁護士を勧誘しようとする。
＊30　 最近の新型非弁提携の典型である。経費は「発生」しているが、実際に支払わなくてよい、ということになっており、逆に現金が弁護士に手渡しされるので、生活費にも困らない。

しかしその実態は、発生した経費は支払を求められないだけで債務として積み上がっており、これは弁護士を縛る鎖となり、時限爆弾になっている。手渡しされる現金も、それ相
当分は広告費やコンサルティング料金、サブリース料などに「盛り込まれている」のが実情である。要するに、借金生活をすることになるのである。

＊31　 弁護士にとっては実感のあることではあるが、「不安を覚えている人間は、自信満々な人間を信用しやすい」という心理がある。非弁提携の勧誘も、そういう心理が利用されてい
る側面がある。だからこそ、新人・若手だけの独立事務所を集中的に勧誘するのである。

＊32　 これも新型非弁提携の典型的な手口である。無論、「非弁提携の契約書」そのもの、つまり、報酬は折半にするとか、そういう合意の契約書は作らない。金の流れのアリバイとし
て、そして提携弁護士を拘束するために無数の契約書を作成するのである。

特集：本当に怖い非弁提携
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　この新しいX法律事務所は、X弁護士とY社
長のほか、Y社長が「手配」して派遣した数名
の事務職員が勤務しています。
　受任や事件処理、会計管理については、最
初にX弁護士とY社長との間で、合意がありま
した。受任や面談はX弁護士が行い、事件処理
については、事件によりますが、X弁護士がや
ることもあれば、Y社長とY社長が派遣した事
務職員が行う＊33、というものです。会計＊34

については、基本的にY社長が行いますが、毎
月の「保障」については、手渡ししてもらえ
ることになりました＊35。
　大事なお金の動きを任せてしまうことにX弁
護士は不安を感じましたが、報告はしてもら
えますし、何より、ちゃんと約束どおり「保
障」のお金はもらえていることから、あまり
気にはなりませんでした。
　Y社長の営業努力もあってか、事件の依頼は
徐々に増えていきました。ただ、一人で処理
するには事件の数も多く、かなりの割合で事
務職員に任せっきりにすることも多くなって
いきました。
　X弁護士は、いつの間にか自分の法律事務所
なのに、どういう事件をいくつもっているか、
売上や経費がどうなっているか、そういった
ことの詳細が分からなくなってきました＊36。
このことは、X弁護士も多少は気になっていま
したが、何より仕事も増えているし、経済的
には「回っている」し、Y社長と手を組む前の
不安定な日々よりは「はるかにマシ」だと思
い、もうしばらくは続けて、その後のことは、
それから考えようと思いました＊37。
（5）  不適切勧誘と不適切処理

－弁護士の信用が金に換えられる
　Y社長と手を組んでから数か月ほどが経ち、
X弁護士も、ようやく、その関係が気にならな
い程度に、今の仕事に慣れてきました。
　ところが、最近、事務所で事務職員が依頼

者とトラブルになっているような電話をして
いることが多くなってきました。自分で電話
を取ると、依頼者からの苦情であることも、
時々ありました。
　X弁護士は、少し不安になったので、Y社長
や事務職員に現状を尋ねました。Y社長曰く、
「受任している事件は、苦情が起きやすいもの
も多いので、そういうこともあるんだと思い
ます。適切に対応していますし、事件の数も
多いので、多少は仕方がないと思います。」と
のことでした。
　X弁護士は、確かに事件数は多いし、弁護士
はトラブルを扱う以上、こういうことがあるの
は仕方がないものであると、考えていました。
（6）  実感は黒字、実際には大赤字という

時限爆弾－借金で生活する日々
　年が明けて、税務申告の時期になりました。
会計は全てY社長に任せていたのですが、さす
がにこの時は、提出をする申告書を見せても
らいました。
　売上の欄には、これまで想像していなかっ
たくらいの大きな数字が書かれていました。
しかし、経費の欄には、それ以上の金額が書
かれており、通しては、膨大な赤字でした。
　X弁護士は、Y社長から「保障」の月額50万
円を欠かさずに受け取っていましたので、ま
さか赤字、それもこんなに膨大であるとは思

＊33　 後述するようなズサン処理や、預かり金の経費流用のために、事件処理にも、非弁提携業者側の人間が関与するような仕組みを作るのである。
＊34　 なお、個人としての弁護士と、「法律事務所」との会計分離のために、弁護士一人の弁護士法人を設立させる手法もあるようである。ただし、弁護士は弁護士法人の債務につい

て責任を負担する（弁護士法３０条の１５第１項）。
＊35　 この仕組みも、Ｘ弁護士を拘束するためのものである。
＊36　 弁護士が会計や事務作業を全て行う必要はないが、少なくとも、その把握をしなければならないのは当然である。自分の名前で行われている仕事や会計を非弁護士に委ねて

把握をしなくなった時点で、「もはや弁護士ではない」とも言える。
＊37　 言うまでもなく、そう簡単に「足抜け」はできない。それを防ぐために無数の契約書を取り交わさせておいて、債務により、弁護士を拘束するのである。「苦しい・仕事がない・今だ

け」というのは、非弁提携においては通用しない。
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ってもいませんでした。
　X弁護士は、あわててY社長に確認すると、
Y社長は「先生、安心してください。その赤
字は、税務上の話です＊38。こうしておけば、
今後、節税になります。それに、お約束どお
り50万円については、今後も保障しますから、
心配しないでください。私もボランティアで
やっているのではないので、ちゃんと、利益
は出ていますから、安心してください。」と答
えました。
　Y社長の落ち着き払った答えと、現実に毎
月の50万円は支払われていること、何よりも、
今さら後戻りもできないので、ひとまず、X弁
護士はそれで納得することにしました。
（7）  いつか訪れる破綻と提携弁護士の末路

－使い捨てられ、いつの間にか横領弁護士に
　不安を抱えながらも、X弁護士は、「勤務」
を続けていました。
　ですが、とうとう、破綻の日が訪れます。
　X弁護士の元に非弁護士取締委員会から、非
弁提携の疑いがある、その調査のために弁護
士会館まで来てほしい、業務状況について書
面での報告、その他関連する資料を提供して
ほしい、との書類が到着しました＊39。
　ここに至って、X弁護士は、（薄々は感じて
いたものの）自分が非弁提携にあたるかもし
れないということを実感しました。
　Y社長は、「たくさん契約書を作るから大丈
夫です。紹介料とか報酬分配とかの契約書は
作りません。高名で●●の経験もある弁護士
にも意見を聞いていますが、大丈夫だと言っ
ていました。」＊40とX弁護士に力説していま
した。
　X弁護士は、Y社長に相談をしたところ、Y
社長は「非弁提携ではありませんから、大丈
夫です。会計帳簿や資料は、全部ちゃんと用
意しましたし、契約書もありますので、これ
を見せて説明をしてください。」と言いまし

た。
　Y社長が自信満々に言うので、X弁護士は、
資料を持参して弁護士会館に向かいました。
　そこで、非弁護士取締委員会に事情を説明
しましたが、何分、自分ですら事務所のお金
の流れをよく把握していないのに、それを他
人に追及されて説明ができるわけがありませ
ん。特に、異常なまでの高額な経費について、
内訳を聞かれましたが、X弁護士自身が自分の
未払い額が高額であるのに驚いて、説明どこ
ろではありませんでした。X弁護士は、ただ
ただ、「全て事務職員・税理士に任せているの
で詳細は知りません。確認して報告します。」
と、力なく繰り返すばかりでした。
　しかも、この時になってようやく、「預かり
金が戻ってきていない」「着手金を払ったのに
仕事をしてくれない」「弁護士と連絡が取れな
い」という苦情も寄せられていることを知り
ました。
　特に、Y社長は、お金については心配要らな
いということを言っていたはずなのに、預か
り金ですらどこに行ったか分からない、とい
うことはどういうことなのでしょうか＊41。X
弁護士は、翌日、ついにY社長に問いただすこ
とにしました。
　翌日、事務所に出勤したX弁護士は驚きまし
た。事務職員がだれも居らず、自分の机の上
には、Y社長からの「通知書」が置かれていま
した。
　「これまで先生を支援したいと思いまして、
事務所家賃や従業員の給料などを持ち続けて
おりましたが、これ以上持つことはできませ
ん。弁護士たるもの、ちゃんと契約は守って
ほしいと思います。ついては、未払い金●
千万円を請求しますので、一括で支払ってく
ださい。」＊42

　X弁護士は、この時になってようやく、ある
いは、もう前から薄々と感づいていたのかも

＊38　 実際に経費を支払わなくても、債務として発生していれば、当然に会計上は赤字になる。そして、この金額は債務として存在するので、いつでもＹ社長はＸ弁護士に請求すること
ができる。これが、今は弁護士にとっての「鎖」であり、のちのちは「爆弾」となる。

＊39　 非弁護士取締委員会の調査の基本は呼出して聴取することにあるが、ほかにもいろいろな方法がとられている。非弁提携の調査の端緒についても同様に様々なものがある。
＊40　 そうであれば、その「高名な弁護士」と提携すればいいと思われるが、もちろんそんなことはしない。さらに酷いものになると、弁護士会からＯＫをもらっている、などと言い出す

非弁提携業者もいる。もちろん、そんな事実はない。口車に乗せられず、事前に弁護士会まで相談をすべきである。
＊41　 経費の支払に流用されている場合がほとんどである。結局、非弁提携弁護士は、高額な経費を、横領の被害金の弁済という形式か、非弁提携業者への債務という形式で、支払う

ことになる。
＊42　 Ｙ社長の主張は、あくまで、サブリース等をしただけであり、ただの債務不履行であって、自分も被害者の一人であるというものである。

特集：本当に怖い非弁提携
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知れませんが、自分が取り返しの付かないこと
をしてしまったと、思い知ったのでした＊43。

終わりに

（1）  市民だけではなくて弁護士自身も
非弁提携の被害者になる

　紙幅や解説等の都合で構成をしたフィクシ
ョンにすぎませんが、典型的な非弁提携事例
を紹介しました。
　長々と申し上げましたが、とにかく1つだけ
強調するとすれば、「非弁提携は、市民だけで
はなくて弁護士自身も被害者になる」という
ことです。
　非弁提携の勧誘は、「一緒に悪いことをしま
せんか？」というものではありません。「あな
たを騙して食い物にしましょう。」という勧誘
です。
　「今は大変だから、今だけ、少しだけ。」と
いうことは通用しません。確かに、昔の非弁
提携には、非弁提携業者と弁護士が組んで市
民を食い物にするという側面があったかもし
れません。ですが、昨今の非弁提携は、市民
だけでは飽き足らずに、弁護士までも食い物
にします。
　最初から、あなたを食い物にしようとして
いる非弁提携業者が「今だけ、少しだけ。」で
あなたを手放すはずはないのです。
　弁護士自身も被害者になるというのが、昨
今の非弁提携の大きな特徴です。
（2）  鵜呑みにせず、安易に判断せず、

弁護士会に相談を
　今回、X弁護士は、安易にY社長の誘いに乗
ってしまいました。周りに相談できる人がい
れば、あるいは、せめて弁護士会に相談して
いれば、こんな破滅は免れたかも知れません。
　紛争を扱う私たち弁護士にとっては常識で
すが、人間、誰しも窮地に陥っている、ある
いはそこまでいかなくても不安を抱えている
ときは、騙されやすくなり、安易な道を選ん

でしまいがちです。これは、私たち弁護士自
身についても言えることなのです。
　行動する前に、あるいは、事後であっても、
少しでも早く弁護士会に相談をするべきです。
相談は、早ければ早いほどよいのです。
（3）非弁提携がまだ流行る理由
　いわゆる過払い金返還請求や債務整理の全
盛期には、事件自体が多い、広告で大量集客
するのに向いている、仕事自体も事務員に仕
事の丸投げができる、という特徴から、非弁
提携といえば債務整理という時代が長く続き
ました。
　「過払いも債務整理も、事件が減ったのに、
まだ非弁提携があるのか。そんなことで非弁
提携業者は儲かるのか？」とたびたび質問さ
れることがあります。
　ですが、X弁護士の例をみても分かるとお
り、「依頼者を食い物にするだけでは、なかな
かペイしない」としても、不適切勧誘、不適
切処理、そして、経費流用（横領）で弁護士
も食い物にすれば、まだまだペイできるとい
うのが実情のようです。
　内外から批判を受けることもありますが、
弁護士の社会一般、市民からの信用というも
のは、相当に高いものがあります。信用があ
るからこそ、不適切受任や処理、流用（横領）
で、その信用を「換金」することができる、
そこに、新型非弁提携は目を付けたのではな
いでしょうか。
　非弁提携がまだ流行るのは、逆に言えば、
まだ弁護士に対する社会の信用が高い証でも
あるのです。私たち弁護士は、この点をよく
よく自覚して、いやしくも軽々と甘言に乗せ
られるべきではない、と思います。

 

＊43　 「そんなに上手く騙されるのか」「途中で気が付かないのか」と疑問に思う方がいるかもしれない。筆者も、非弁護士取締委員会に所属して調査を担当するまでは、そう考えてい
た。しかし、弁護士にとって大変な時代が続く中、「不安に思っている人間への甘言」というのは、想像以上に威力がある。弁護士は、意外と自分自身のことになると脇が甘いので
ある。

次にY社長が電話をかけるのは、
あなたの事務所かもしれません。

特集：本当に怖い非弁提携
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